病気休暇制度の見直しで人事院交渉実施－6/24（2010人勧期情報No.3）

－公務員連絡会は改めて考え方を提起し、意見を反映するよう要求－

※　この交渉情報は、ホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください。

　公務員連絡会は、6月24日14時から、病気休暇制度の見直しについて人事院交渉を実施した。この交渉は、公務員連絡会が提出した別紙「『病気休暇制度の見直し要綱案』に対する公務員連絡会の意見」に対する人事院の回答を求めて行ったもので、公務員連絡会側は労働条件専門委員会交渉委員が参加し、人事院側は上山職員団体審議官付参事官、柳田職員福祉課補佐らが対応した。

　冒頭、上山参事官が「公務員連絡会から意見をいただいているので、現段階における人事院の考え方をお示ししたい」として、次の通り、回答した。

１について

　公務員連絡会をはじめ各府省とも意見交換をしながら、検討を進めて参りたい。

２について

　時間単位の病気休暇を取得した日も、①病気休暇を取得しなければならない状況が続いていることに変わりはないと考えられること、②管理者側の適切な勤務時間管理が確保されない場合には、病気休暇制度の運用上の弊害を防止する必要があることから、90日の期間計算から除外することは適当ではないと考えている。

３について

　クーリング期間は、疾病等の治癒状況の確認期間であるとともに、一定期間連続した病気休暇の取得に上限を設けるとした場合に短期間の病気休暇を断続的に繰り返して取得するという病気休暇制度の運用上の弊害を防止する趣旨から設けるものであるので、１日でも病気休暇を取得した場合にはクーリング期間が発生するとすることも考えられるところ。しかし、今般の見直しにおいてクーリング期間の対象となる場合を連続１週間（週休日等を含む。）を超える病気休暇を取得した場合としたのは、比較的軽微な症状で１日だけ病気休暇を取得した場合等についてもクーリング期間が発生することとした場合には、職員に対し病気休暇の使用を必要以上に抑制することになると考えられること、また、短期間の病気休暇は件数も多くそれを全てチェックする人事管理上の負担が大きくなると考えられることから、現在、１週間を超える病気休暇の承認に当たっては、医師の診断書等の提出を求めていることも踏まえてこのような仕組みとしたものである。

４について

　指導区分に基づく時間単位の病気休暇については、長期の病気休暇等から職員が円滑に復帰できるよう、復帰時の勤務時間を短縮させる場合に多く用いられているものであり、健康管理医の診断に基づき、各省各庁の長が、一定期間について、計画的にその必要性を判断するものであること等から、期間計算に算入しないこととするものであり、そのような性格を持たない他の病気休暇との均衡を図る必要はないと考えられる。また、２で時間単位の病気休暇を取得した日について90日の期間計算から除外しないとしていることとの均衡を図る観点から、クーリング期間中に時間単位で病気休暇を取得した日についてもこれと同様に取り扱う必要があると考えている。

　なお、クーリング期間中にそれ以前の病気休暇の原因である心身の故障の内容とは明らかに異なる病気等に罹患した場合には、例外的に１回に限り、当該明らかに異なる病気等に罹患した日から期間を算定することとしている。

５について

　今般の措置は、①結核罹患率や平均入院日数が長期低下傾向にあるなど制度制定時と比較して結核を取り巻く状況が大きく変化していること、②民間企業において病気の種類によって病気休暇の期間の取扱いが異なる企業は少数であること、③公務における結核性疾患の罹患者数が少ないこと、④長期間の療養を必要とする場合には、休暇後に病気休職処分により引き続き勤務に従事しないことができることから、病気休暇の特例的上限期間を設けなくても対応できること等を考慮したものである。

６について

　人事院としても、ご指摘のような精神疾患などに罹患した者の円滑な職場復帰支援は重要と考えており、現在、専門家による検討会を設けて議論いただいており、早ければ来月にも報告が出されるので、それを参考としてみなさんと話し合っていきたい。

７について

　分限については、国家公務員法や人事院規則の規定に則り、制度の趣旨に沿って適切に運用されるよう説明会等を通じ各府省を指導しているところ。

　なお、今後のスケジュールとしては、今回示した課題については勧告時の報告で考え方を示したいと思っているが、施行時期をまたぐ休暇の取扱いについては秋に改めて提案し、ご意見を伺いたい。

　回答に対し、石原委員長が「いまの回答に、われわれの意見は一切反映されていない。意見を聞くと言っておきながらゼロ回答というのは極めて問題だ。あくまで現段階の回答として受け止め、さらに意見を申し上げるので引き続き検討していただきたい」と議論を継続することを求めたのに対し、上山参事官が「今日の回答について納得できないとのことであるが、各府省等の意見も踏まえた結果としてこのような回答になった。現段階の考えであり、引き続き話し合っていく」との考えを示したことから、これを確認した上で、次の通り、人事院の見解を質した。
(1)　各府省からはどのような意見が来ているのか。

(2)　時間単位の休暇を90日計算から除外することが不適当な理由として「運用上の弊害」を防止することを挙げているが、管理職による適切な勤務管理を徹底することが基本だ。今回の見直しの背景には、まさに休暇制度の運用上の問題があったが、それは管理職の人事管理の問題ではないか。

(3)　結核性疾患については、これまで特例的に取り扱われており、それが民間の参考になってきた。日本はまだまだＷＨＯの「中蔓延国」であり、厚生労働省も警戒を怠ってはならないとのスタンスに立っている。そうした段階で国が制度を見直すのは時期尚早であり、影響が大きいので、他の傷病と一律に扱うべきではない。

(4)　今回の見直しの背景にはメンタルヘルスの増加もある。時間単位の休暇を１日として扱うと、メンタルヘルスの場合の職場復帰の阻害要因になる。円滑な復帰ができるよういろんなパターンを可能にしてほしい。また、短時間でも全休でも同じとすれば、制度上、全休を奨励することになるので問題がある。

　これに対し人事院側は次の通り答えた。

(1)　各府省は、全体としては見直しに賛成という意見であったが、例えば20日間のクーリング期間は短いのではないかという厳しい意見もあった。

(2)　運用の問題と言っても制度上も弊害を生じないようにすることが必要と考えている。

(3)　結核が大変な病気であることに変わりはないと認識しているが、制度創設時の大変さとは異なるのではないか。患者数、入院期間が大幅に減っており、民間企業でも特例扱いしているのは３割と少数であることから、特例扱いする必要はないと考えている。

(4)　メンタルヘルスからの復帰は、軽勤務という指導区分が多いと考えられ、時間単位の休暇を90日計算に入れるという要綱案の例示は、１日勤務するつもりで出てきたもののやっぱりダメで途中で帰った場合であり、病気が継続していることに変わりはないため、計算に入れることとした。

　以上のように人事院からは前向きな回答が示されなかったことから、最後に石原委員長が「今回の改正はこれまで上限のなかった病気休暇に90日という上限やクーリング期間を新たに設けるという大きな制度改正であり、円滑に移行することが重要だ。そういう観点から、改めて公務員連絡会の考え方をまとめて申し上げるので真剣に検討し、反映していただきたい」として、以下の通り、人事院の回答の問題点を指摘しつつ、公務員連絡会の考え方を提起した。

(1)　部分休暇も１日としてカウントすることは、部分的に勤務できるにもかかわらず、全休を奨励する仕組みであり、問題がある。部分的であれ、職員の勤務意欲を尊重できる取り扱いにすべきだ。本人の健康状態を管理者が直接確認する意味でも出てきてもらうことに意味がある。 

　また、「管理者側の適切な勤務時間管理が確保されない場合には、「運用上の弊害」があるとのことであるが、管理者が適切な勤務時間管理を行うことは義務であり、勤務時間管理が確保されないことを前提にするのはおかしな話である。

(2)　１週間を超える病気休暇を取った場合にカウントを始めることとすると、例えば年末年始の前後に別の短期で治癒する病気、または１日の通院で済むケガ等によりそれぞれ１日の病気休暇を取った場合でもカウントが始まる。公平性に欠ける取り扱いではないか。 

　どうして、２週間ではいけないのか。１週間では悪用されず、２週間では悪用される理由はない。要は管理者がきちんと管理すればいいだけの話ではないか。

　今回の改正は、病気休暇に上限とクーリング期間を設けるという大きな制度改正であり、円滑な移行を図るためにも暦の関係で有利不利を生じたり、長期にわたる可能性の少ない傷病まで該当することを避ける観点から、２週間とする方が適当である。

(3)　職員が、健康上の必要から勤務しないという点では指導区分に基づく病気休暇もそうでない休暇も同じであり、別に扱うことは明らかに公平性に欠け、問題があり、納得できる説明になっていない。均衡に配慮すべきだ。

(4)　①結核性疾患の平均入院日数は70日程度となっているが、他の傷病と比べ相対的に長く、病気休暇の上限を超える可能性が相当高いこと、②ＷＨＯの分類では、日本は他の先進諸国と異なって、中程度の蔓延国であること、③公務職場では窓口・相談業務等国民や住民に直接接する機会が多いことから、行政機関が結核にきちんと対応していくことは極めて重要だ。これまでの経緯も踏まえつつ、特定疾患として取り扱うこととすべきである。公務における罹患者が少ない、休職処分もあるからほかの傷病と同じでいいということにはならない。

(5)　精神疾患対策については、早急に具体策を取りまとめ、実施に移していただきたい。その際、公務員連絡会と十分議論させてもらいたい。

(6)　とくに精神疾患の場合、休職処分は職員に対し無用の圧力となり、症状をかえって悪化させかねないので、各府省をしっかり指導していただきたい。

　これに対し、人事院側が「皆さんのご意見や各府省の意見を踏まえて検討していくので、引き続きよろしくお願いしたい」と今後も議論していく姿勢を示したことからこれを確認し、本日の交渉を終えた。

＜別紙＞

「病気休暇制度の見直し要綱案」に対する意見

２０１０．　６

公務員労働組合連絡会

　過日提案がありました「要綱案」につきまして、下記の通り、意見を取りまとめましたので、その実現を図るよう強く要請します。

記

１．病気休暇の期間を90日間とすることについては、療養に専念し職務復帰を図るための休暇であるという病気休暇制度の趣旨と意義を踏まえつつ、公務員連絡会と十分交渉・協議し、合意の下で行うこと。

２．連続する90日間の計算において、時間単位の病気休暇を取得した日については、全日病気休暇を取得した日を同様に扱うことになれば、部分的とはいえ出勤することに対する意欲を抑制することから、90日間の計算から除外すること。

３．週休日等を含む連続１週間を超える病気休暇を取得した後に、クーリング期間を設けることとした場合、風邪等をこじらせた場合や週休日等の関係で過度に不利となる場合があることから、連続２週間とすること。

４．クーリング期間において、指導区分に基づく時間単位の病気休暇を算入しないことと均衡を図る観点から、時間単位の病気休暇及び風邪、けが等軽傷病を理由とした病気休暇についても期間計算に算入しないこと。

５．結核性疾患を含む特定疾患については、従前の経緯等を踏まえ、一律に取り扱わないこと。

６．精神性疾患については、指導区分のあり方の見直しを含め、職場復帰のための新たな方策を早急に具体化すること。

７．90日間を超えて療養する必要がある場合については、休職制度を適切に運用することとし、いたずらに分限免職を促すような対応を厳に慎ませるよう、各府省を指導すること。

以上

＜人事院資料＞

※　人事院から非公式に提案されているものであり、資料の取り扱いには十分な配慮をお願いします。

以上

